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令和6事業年度 決算報告書

区分 予算額 決算額
差額

（決算-予算）
備考

収入

運営費交付金 13,699 14,206 507 （注1）

施設整備費補助金 28,674 35,591 6,917 （注2）

船舶建造費補助金 - - -

施設整備資金貸付金償還時補助金 - - -

補助金等収入 539 1,674 1,134 （注3）

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 - 20 20 （注4）

自己収入 25,707 25,307 △ 399

授業料、入学金及び検定料収入 4,277 3,765 △ 511 （注5）

附属病院収入 20,954 20,977 23 （注6）

財産処分収入 - 102 102 （注7）

雑収入 476 461 △ 14 （注8）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 2,182 2,389 206 （注9）

引当金取崩 61 60 0 （注10）

長期借入金収入 8,374 7,481 △ 892 （注11）

貸付回収金 - - -

承継剰余金 - - -

旧法人承継積立金 - - -

目的積立金取崩 664 966 301 （注12）

引当特定資産取崩

計 79,903 87,697 7,793

支出

業務費 39,394 40,671 1,276

教育研究経費 18,500 17,277 △ 1,223 （注13）

診療経費 20,894 23,393 2,499 （注14）

施設整備費 37,048 43,092 6,044 （注15）

船舶建造費 - - -

補助金等 539 1,302 763 （注16）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 2,182 2,681 498 （注17）

貸付金 - - -

長期借入金償還金 738 856 117 （注18）

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 - 50 50 （注19）

出資金 - - -

計 79,903 88,655 8,751

収入-支出 - △ 957 △ 957

　　　　　　　 （単位：百万円）



〇予算と決算の差異について

（注12）目的に沿った使用のための取崩しにより、予算額に比して決算額が301百万円多額となっております。

（注1）予算編成時点では想定していなかった教育・研究基盤維持経費及び退職手当等に係る追加配分があったため、予算額に比して
　　　 決算額が507百万円多額となっております。

（注2）予算編成時点で想定していた工期が後ろ倒しになったため、医学部・病院移転に係る令和5年度施設整備費補助金の繰越が生じ、
　　　 予算額に比して決算額が6,917百万円多額となっております。

（注3）予算編成時点では想定していなかった補助金等（人工知能等社会実装研究拠点事業費補助金や大学・高専成長分野転換支援基金
　　　 助成金等）の獲得に努めた結果、予算額に比して決算額が1,134百万円多額となっております。補助金等収入には、授業料等
       減免費交付金が502百万円含まれており、本補助金は授業料等免除に使用しております。

（注4）予算編成時点では決定していなかった営繕事業に係る施設費交付交付金の受領により、予算額に比して決算額が20百万円多額と
　　　 なっております。

（注6）予算編成時点での想定よりも病床稼働が低く推移したこと、CT等の放射線関連機器等の移設スケジュールが当初の想定より
　　　 早まったこと等により、収入が伸び悩んだため、保留レセプトの早期処理による収入の確保に努めた結果、令和６年度病院収入は
　　　 当初見込とほぼ同額の20,977百万円となっております。

（注8）予算段階での見込過大により、予算額に比して決算額が14百万円少額となっております。

（注9）受託研究費等の受入増により、予算額に比して決算額が206百万円多額となっております。

（注10）予算編成時点で想定していたよりも退職者が少なかったため、予算額に比して決算額が1百万円少額となっております。

（注11）予算編成時点で想定した工事費や設備費が、一般競争入札により契約金額が予定額を下回ったこと及び工事内容見直しによる
        縮減を行ったことにより、予算額に比して決算額が892百万円少額となっております。

（注5）高等教育修学支援新制度による授業料等減免支援の実施に伴い、授業料及び入学料免除者の増加等があったことにより、予算額に
　　　 比して決算額が511百万円少額となっております。

（注7）予算編成時点では金額が合理的に見積もれていなかった土地処分に係る収入があったため、予算額に比して決算額が102百万円多額と
　　　　なっております。

（注19）予算編成時点では金額が合理的に見積もれていなかった土地処分に係る納付金があったため、予算額に比して決算額が
　　　　50百万円多額となっております。

（注18）借入時期の変更に伴う償還額の変更により、予算額に比して決算額が117百万円多額となっております。

（注13）効率的な事業実施、予算段階での見込過大により、予算額に比して決算額が1,223百万円少額となっております。

（注14）予算段階での見込過小のほか、移転に伴う追加経費（キャンパスの同時稼働に伴う維持管理費及びESP事業による負担 500百万円、
        移転財源不足による補填 170百万円、物価高騰等に伴う医薬品・医療材料等の単価増 220百万円、委託費の単価増190百万円）が
        あったため、予算額に比して2,499百万円多額となっております。

（注15）（注2）に示した理由により、予算額に比して決算額が6,044百万円多額となっております。

（注16）（注3）に示した理由により、予算額に比して決算額が763百万円多額となっております。

（注17）受託研究費等の受入増及び寄附金や複数年契約の受託研究等による執行により、予算額に比して決算額が498百万円多額と
　　　　なっております。


